取締役選任の株主総会議事録（重任・新任・増員・補欠）
第1部 株主総会議事録
1 表題
本議事録の表題は、次のうち□を付したとおりとする。選ばなかった行とこの見出しを削除し、残した行を議事録の表題にする。
□ 第[回数]回定時株主総会議事録
□ 臨時株主総会議事録
任期満了に伴う改選は、取締役の任期が定時株主総会の終結の時までであるため(会社法第332条第1項)、定時株主総会の議案になる。任期の途中で増員し、又は補欠を選ぶ場合は、臨時株主総会でも決議できる。

2 開催の日時及び場所並びに出席の方法
[YYYY年MM月DD日][開会の時刻(例 午前10時00分)]から、[開催場所(例 当会社の本店)]において、[定時株主総会又は臨時株主総会]を開催した。
本総会の出席の方法は、次のうち□を付したとおりである。
□ 出席した株主及び役員の全員が、上記の場所に出席した。
□ 上記の場所に存しない取締役、会計参与、監査役、会計監査人又は株主が出席した。その出席の方法は、[出席の方法(例 ウェブ会議システムによる出席)]である。

3 株主及び議決権の数並びに出席株主
	項目
	数

	株主の総数
	[株主の総数]名

	発行済株式の総数
	[発行済株式の総数]株

	自己株式の数(自己株式がある場合に記入し、ない場合はこの行を削除する)
	[自己株式の数]株

	議決権を行使することができる株主の数
	[議決権を行使することができる株主の数]名

	議決権を行使することができる株主の議決権の数
	[議決権を行使することができる株主の議決権の数]個

	出席株主数(委任状による者を含む。)
	[出席株主数]名

	出席株主の議決権の数
	[出席株主の議決権の数]個



役員を選任する株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数(3分の1以上の割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上)を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数(これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上)をもって行う(会社法第341条)。上記の数がこれを満たしていることを確かめてから記入する。

4 出席役員
出席取締役 [議事録作成者となる取締役の氏名](議長兼議事録作成者)
出席取締役 [他に出席した取締役の氏名]
出席取締役 [他に出席した取締役の氏名]
□ 出席監査役 [出席した監査役の氏名]
□ 当会社は監査役を置いていない。
会計参与又は会計監査人が出席したときは、同じ形で「出席会計参与」又は「出席会計監査人」の行を足し、その氏名又は名称を書く。議長が議事録作成者を兼ねないときは、出席取締役の欄で「議長」と「議事録作成者」を別の人に付ける。

5 本総会の成立及び議長
以上のとおり株主の出席があったので、本総会は、役員を選任する決議に必要な定足数を満たし、適法に成立した。
議長席については、次のうち□を付したとおりである。
□ 定款の定めにより、代表取締役[議長となる代表取締役の氏名]が議長席についた。
□ 本総会において[議長に選出された者の氏名]を議長に選出し、同人が議長席についた。
議長は、開会する旨を宣し、直ちに議事に入った。

6 第1号議案 第[期数]期決算報告書の承認に関する件(定時株主総会の場合のみ)
本議案の取扱いは、次のうち□を付したとおりとする。
□ 本総会は定時株主総会であるため、本議案を付議する。
□ 本総会は臨時株主総会であるため、本議案は付議しない。この6を削除し、下記7以降の議案の番号を第1号議案から振り直す。
議事の経過は、次のうち□を付したとおりである。
□ 議長が上記議案を付議したところ、監査役[監査役の氏名]は、下記書類につき綿密に調査し、いずれも正確かつ適当であることを認めた旨を報告した。ここにおいて、総会は満場異議なくこれを承認可決した。
□ 議長が上記議案を付議し、下記書類について説明したところ、総会は満場異議なくこれを承認可決した。(監査役を置いていない会社の場合。法務局の記載例には無い文言である。)
1. 貸借対照表
1. 損益計算書
1. 株主資本等変動計算書
1. 個別注記表

7 第[議案の番号]号議案 [議案名(下記から選んで書き入れる)]
本議案の議案名は、次のうち□を付したとおりとし、上記の見出しに書き入れる。定時株主総会で上記6を置いた場合は第2号議案、臨時株主総会の場合は第1号議案とする。
□ 取締役の任期満了に伴う改選に関する件
□ 取締役及び監査役の任期満了に伴う改選に関する件
□ 取締役[増員する人数]名増員の件
□ 補欠取締役選任の件
上の2つは法務局の記載例の議案名である。下の2つは法務局の記載例に無い本書面の議案名である。

8 議長の説明
議長の説明は、次のうち□を付したとおりである。
□ 議長は、[任期満了により退任する役員の範囲(例 取締役及び監査役の全員、取締役の全員)]が本定時総会の終結と同時に任期満了し退任することになるので、その改選の必要がある旨を述べた。
□ 議長は、[増員の理由(例 事業の拡大に伴い経営体制を強化するため)]、取締役を[増員する人数]名増員し、新たに選任する必要がある旨を述べた。なお、増員後の取締役の員数は[増員後の取締役の員数]名であり、法令及び定款で定めた員数の範囲内である。
□ 議長は、取締役が欠けた場合又は法令若しくは定款で定めた取締役の員数を欠くこととなるときに備えて、補欠の取締役を選任しておきたい旨を述べた。
任期満了の文言は法務局の記載例の字面である。増員と補欠の文言は、法務局の記載例に無い本書面の文言である。株式会社には、1人又は2人以上の取締役を置かなければならず(会社法第326条第1項)、取締役会設置会社においては、取締役は、3人以上でなければならない(同法第331条第5項)。定款に員数の上限があるときは、その範囲内で増員する。補欠の取締役の選任は、同法第329条第3項による。

9 選任の方法及び累積投票
議長がその選任方法を諮ったところ、次のうち□を付したとおりであった。
□ 出席株主中から議長の指名に一任したいとの発言があり、一同これを承認した。
□ 出席株主[提案をした株主の氏名又は名称]から、下記の者を選任したいとの提案があり、一同これを承認した。
累積投票については、次のうち□を付したとおりである。
□ 本議案で選任する取締役は1人であるため、該当しない。
□ 当会社の定款に累積投票によらない旨の定めがあるため、該当しない。
□ 本総会の日の5日前までに、会社法第342条第1項の規定による請求はなかった。
□ 本総会の日の5日前までに、株主[請求をした株主の氏名又は名称]から会社法第342条第1項の規定による請求があったので、議長は、取締役の選任の決議に先立ち、同条第3項から第5項までに規定するところにより取締役を選任することを明らかにした。
株主総会の目的である事項が2人以上の取締役の選任である場合には、株主は、定款に別段の定めがあるときを除き、累積投票による選任を請求することができ(会社法第342条第1項)、この請求は、株主総会の日の5日前までにしなければならない(同条第2項)。請求があった場合には、議長は、決議に先立ち、累積投票により取締役を選任することを明らかにしなければならない(会社法施行規則第97条第2項)。累積投票によった場合は、下記10の文に代えて、各候補者の得票数と、投票の最多数を得た者から順次取締役に選任された旨(会社法第342条第4項)を書く。本書面はその文例を置いていない。

10 決議の結果
議長は下記の者をそれぞれ指名し、これらの者につきその可否を諮ったところ、満場異議なくこれに賛成したので、下記のとおり[可決の文言(下記から選んで書き入れる)]することに可決確定した。
可決の文言は、次のうち□を付したとおりとし、上記の文に書き入れる。
□ 再選重任(被選任者の全員が重任の場合)
□ 就任(被選任者の全員が新任の場合。増員の場合を含む)
□ 再選重任及び就任(重任と新任が混在する場合。下記11の区分の欄で各人を区別する)
□ 補欠の取締役として選任(補欠の場合)
「再選重任」と「就任」は法務局の記載例の字面である。記載例は「下記のとおり再選重任((注)新任者の場合は就任)することに可決確定した。」と書いている。「補欠の取締役として選任」は本書面の文言である。
議長の指名によらず、株主の提案によった場合(上記9の2つめ)は、「議長は下記の者をそれぞれ指名し」を「議長は提案のあった下記の者につき」と書き換える。

11 被選任者
	資格
	区分
	住所
	氏名

	[取締役又は監査役]
	[重任又は新任]
	[住所(重任の場合は空欄でもよい)]
	[氏名]

	[取締役又は監査役]
	[重任又は新任]
	[住所(重任の場合は空欄でもよい)]
	[氏名]

	[取締役又は監査役]
	[重任又は新任]
	[住所(重任の場合は空欄でもよい)]
	[氏名]

	[取締役又は監査役]
	[重任又は新任]
	[住所(重任の場合は空欄でもよい)]
	[氏名]



行は人数分だけ増減する。補欠の取締役の場合は、区分の欄に「補欠」と書く。新任者の住所は、下記12で就任承諾書を援用するときの前提になるため、住民票のとおりに書く。取締役の登記事項は氏名であり(会社法第911条第3項第13号)、重任者の住所は登記に使わない。代表取締役は氏名及び住所が登記事項である(同項第14号)。補欠の取締役は本総会で就任しないため、住所は空欄でもよい。就任の時に作る就任承諾書に書く。

12 就任の承諾
就任の承諾については、次のうち□を付したとおりである。
□ なお、被選任者は、いずれも席上その就任を承諾した。
□ なお、被選任者のうち[席上で就任を承諾した者の氏名]は、席上その就任を承諾した。
□ 本議案は補欠の取締役の選任であるため、就任の承諾は就任の時に別に受ける。
就任承諾書の取扱いは、次のうち□を付したとおりとする。
□ 登記の申請書に「就任承諾書は、株主総会議事録の記載を援用する。」と記載し、上記の記載をもって援用する。新任者については、上記11に住所を記載する。
□ 就任承諾書を別に作成し、登記の申請書に添付する。
□ 席上で就任を承諾した者は上記の記載をもって援用し、本総会に出席していない被選任者[出席していない被選任者の氏名]については就任承諾書を別に作成する。
法務局の記載例は、被選任者が席上で就任を承諾し、その旨の記載(重任でない場合には、被選任者の住所の記載も要する。)が議事録にある場合には、申請書に別途就任承諾書を添付することを要しないとしている。取締役会を設置していない会社で新任の取締役の就任承諾を援用する場合は、下記17で被選任者の押印を選ぶ。

13 補欠の取締役について併せて定める事項(補欠の場合のみ)
□ 本議案は補欠の取締役の選任ではないため、この13を削除する。
本議案により選任した者は、補欠の取締役である(会社法施行規則第96条第2項第1号)。
補欠の対象は、次のうち□を付したとおりである。
□ 取締役[補欠の対象とする取締役の氏名]の補欠の取締役として選任する(同項第4号)。
□ 特定の取締役の補欠としてではなく、取締役が欠けた場合又は法令若しくは定款で定めた員数を欠くこととなる場合の補欠の取締役として選任する。
補欠の取締役相互間の優先順位は、次のうち□を付したとおりである。
□ 補欠の取締役は1人であるため、優先順位は定めない。
□ 補欠の取締役が2人以上あるため、相互間の優先順位を[優先順位(例 ○○○○、○○○○の順)]とする(同項第5号)。
就任前の選任の取消しは、次のうち□を付したとおりである。
□ 就任前にその選任の取消しを行う場合がある。取消しを行うための手続は、[取消しの手続(例 株主総会の決議による)]とする(同項第6号)。
□ 就任前に選任の取消しを行う場合はない。
本決議が効力を有する期間は、次のうち□を付したとおりである。
□ 定款に別段の定めがないため、本決議後最初に開催する定時株主総会の開始の時までとする(同条第3項)。
□ 定款第[条番号]条の定めにより、[定款で定めた期間]とする。

14 任期(任意)
本議案により選任した取締役の任期は、次のうち□を付したとおりとする。
□ 定款の定めによる。この場合、この14は削除してもよい。
□ 本決議により、現任の取締役の任期満了の時までと短縮する(会社法第332条第1項ただし書)。
取締役の任期は、定款又は株主総会の決議によって短縮することができる(会社法第332条第1項ただし書)。増員で選んだ取締役の任期を現任者に揃えるときに使う。補欠の取締役の任期は、本書面では定めない。定款の定めを確認する。

15 第[議案の番号]号議案 代表取締役の任期満了に伴う改選に関する件(任意)
本議案の取扱いは、次のうち□を付したとおりとする。
□ 当会社は取締役会を設置しておらず、定款の定めにより株主総会の決議によって代表取締役を定めるため、本議案を本総会に付議する。
□ 当会社は取締役会設置会社であり、代表取締役は取締役会の決議によって選定するため、本議案は付議しない。この15を削除し、取締役会議事録を別に作成する。
□ 当会社は取締役会を設置しておらず、定款の定めに基づく取締役の互選によって代表取締役を定めるため、本議案は付議しない。この15を削除し、別紙3の互選書を作成する。
□ 当会社は取締役会を設置しておらず、取締役の全員が各自会社を代表するため、本議案は付議しない。この15を削除する。
議長は、今般代表取締役[退任する代表取締役の氏名]が取締役の任期満了により代表取締役の資格を喪失し退任することになるので、改めて当会社の代表取締役を選定したい旨を述べ、その選定方法を諮ったところ、出席株主中から議長の指名に一任したいとの発言があり、一同これを承認したので、議長は下記の者を指名し、この者につきその可否を諮ったところ、満場異議なくこれに賛成したので、以下のとおり可決確定した。

代表取締役 [被選定者の住所] [被選定者の氏名]

なお、被選定者は、席上その就任を承諾した。
本議案の議事文は、法務局の記載例1-8の第3号議案に揃えている(記載例の「代表取締役(社長)」の「(社長)」は省いた)。被選定者の承諾の行は、記載例1-8の第3号議案には無く、記載例1-7の取締役会議事録及び1-9の互選書と同じ形で置いている。本総会で代表取締役を定めた場合の押印は、下記17で選ぶ。

16 閉会
議長は以上をもって本日の議事を終了した旨を述べ、[閉会の時刻(例 午前10時30分)]閉会した。

17 議事録の作成及び記名又は記名押印
この議事録の作成についての文言は、次のうち□を付したとおりとする。監査役を置いていない会社は、「及び出席監査役」を削る。
□ 上記の決議を明確にするため、この議事録を作り、議長、出席取締役及び出席監査役がこれに記名する。
□ 上記の決議を明確にするため、この議事録を作り、議長、出席取締役及び出席監査役がこれに記名押印する。
この議事録への押印は、次のうち□を付したとおりとする。該当するものが2つ以上あるときは、その全部に印を付ける。
□ 押印しない。株主総会の議事録に押印することは、会社法上の義務ではない。
□ 本総会において代表取締役を選定した(上記15)ため、議長及び出席した取締役が市町村に登録した印鑑を押し、当該印鑑について市町村長が作成した証明書を登記の申請書に添付する(商業登記規則第61条第6項第1号)。
□ 本総会において代表取締役を選定した(上記15)が、変更前の代表取締役が本総会に出席し、登記所に提出している印鑑を押すため、議長及び出席した取締役の印鑑証明書は添付しない(同項ただし書)。
□ 当会社は取締役の全員が各自会社を代表する会社であり、本総会で新たに取締役を選任したため、議長及び出席した取締役が市町村に登録した印鑑を押し、当該印鑑について市町村長が作成した証明書を登記の申請書に添付する(商業登記規則第61条第6項第1号、記載例1-8の注)。変更前の代表取締役が本総会に出席し、登記所に提出している印鑑を押すときは、議長及び出席した取締役の印鑑証明書は添付しない(同項ただし書)。

□ 当会社は取締役会を設置しておらず、新たに就任する取締役の就任承諾書について上記12の記載を援用するため、被選任者が次のとおり記名し、市町村に登録した印鑑を押す。当該印鑑について市町村長が作成した証明書を登記の申請書に添付する。
□ 定款に議事録への押印の定めがあるため、上記の文言で記名する者が記名押印する。

[YYYY年MM月DD日]
[会社の商号][第○回定時株主総会又は臨時株主総会]
代表取締役 [氏名]
取締役 [氏名]
取締役 [氏名]
監査役 [氏名]

被選任者の押印を選んだ場合のみ、次の行を残し、市町村に登録した印鑑を押す。
取締役 [新任者の住所] [新任者の氏名]

18 登記申請の添付書類(確認欄)
登記の申請書に添付する書類は、次のうち□を付したとおりである。申請書を作る前に確かめる。
□ 株主総会議事録 1通(本書面の第1部。株主総会を開かない場合は別紙2の1の同意書)
□ 株主の氏名又は名称、住所及び議決権数等を証する書面(株主リスト) 1通(別紙1)
□ 取締役会議事録 1通(取締役会設置会社で代表取締役を選定し直す場合。本書面には含まれていない)
□ 互選書 1通及び定款 1通(取締役の互選により代表取締役を選定する会社。別紙3)
□ 就任承諾書(上記12で別に作成することを選んだ者の分。補欠の取締役は就任の時に作る)
□ 印鑑証明書(取締役会を設置していない会社の新任の取締役、取締役会設置会社の新任の代表取締役、本総会で代表取締役を選定したとき、又は各自代表の会社で新任の取締役を選任したときの議長及び出席した取締役のうち、上記17で印鑑証明書を添付することを選んだ者の分)
□ 本人確認証明書(新任の取締役又は監査役のうち、印鑑証明書を添付しない者の分。再任者は不要)
□ 定款、株主総会議事録又は監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めがあることを証する書面 1通(監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めがある会社で、その旨を登記する場合)
□ 委任状 1通(代理人に申請を委任した場合)
重任だけの登記では、就任承諾書を議事録で援用すれば、添付するのは議事録と株主リスト(取締役会設置会社は取締役会議事録、互選型は互選書と定款を加える)である。新任者が1人でも入ると、その者の就任承諾書(援用可)と、印鑑証明書又は本人確認証明書が加わる。登録免許税は1件につき3万円(資本金の額が1億円以下の会社は1万円)で、収入印紙又は領収証書で納付する。

別紙1 株主の氏名又は名称、住所及び議決権数等を証する書面(株主リスト)
証明書

次の対象に関する商業登記規則61条2項又は3項の株主は次のとおりであることを証明する。

	対象
	記載

	株主総会等又は総株主の同意等の別
	株主総会

	上記の年月日
	[YYYY年MM月DD日]



上記のうち議案は、次のうち□を付したとおりである。
□ 全議案
□ 第[議案の番号]号議案
□ 第[議案の番号]号議案(各株主の議決権数は各議案を通じて変わらない。)

	氏名又は名称
	住所
	株式数(株)
	議決権数
	議決権数の割合

	[株主の氏名又は名称]
	[株主の住所]
	[株式数]
	[議決権数]
	[議決権数の割合(パーセント)]

	[株主の氏名又は名称]
	[株主の住所]
	[株式数]
	[議決権数]
	[議決権数の割合(パーセント)]

	[株主の氏名又は名称]
	[株主の住所]
	[株式数]
	[議決権数]
	[議決権数の割合(パーセント)]

	[株主の氏名又は名称]
	[株主の住所]
	[株式数]
	[議決権数]
	[議決権数の割合(パーセント)]

	[株主の氏名又は名称]
	[株主の住所]
	[株式数]
	[議決権数]
	[議決権数の割合(パーセント)]

	合計
	
	[株式数の合計]
	[議決権数の合計]
	[割合の合計(パーセント)]

	総議決権数
	
	
	[総議決権数]
	



株主は、総議決権数に対する各株主の議決権数の割合が高い順に記入する。種類株式発行会社の場合は、株式数の列に種類株式の種類及び種類ごとの数も記入する。種類の名称は、登記された名称を記入する。記入を要する株主の数は、議決権の割合の合計が3分の2に達するまでと、10位に達するまでのいずれか少ない人数とする。議決権を有していれば、株主総会に出席しなかった株主や議決権を行使しなかった株主も記入する。自己株式等の議決権を有しない株式は記入せず、総議決権数にも加算しない。同順位の株主が複数いることなどにより10位までの株主が10名以上いる場合は、その株主の全てを任意の形式の別紙に記入する。

[YYYY年MM月DD日]
[会社の商号]
代表取締役 [氏名]

別紙2 株主総会を開かずに決める場合(株主総会の決議の省略)
別紙2の1 提案に対する同意書(株主全員の同意を証する書面)
同意書

私は、[提案をした取締役又は株主の氏名]が[YYYY年MM月DD日]付けで行った下記の提案について、会社法第319条第1項の規定により同意します。

記
1. 第[期数]期決算報告書(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)を承認すること。(定時株主総会の目的である事項を書面決議する場合。臨時の場合はこの号を削除する)
1. [任期満了する役員の範囲(例 取締役の全員)]が[YYYY年MM月DD日]をもって任期満了し退任することに伴い、次の者を[取締役又は監査役]に選任すること。
5. [取締役又は監査役] [重任又は新任] [住所] [氏名]
5. [取締役又は監査役] [重任又は新任] [住所] [氏名]
1. 次の者を代表取締役に選定すること。(定款の定めにより株主総会の決議によって代表取締役を定める会社のみ。該当しない場合はこの号を削除する)
6. 代表取締役 [住所] [氏名]

[YYYY年MM月DD日]
[同意する株主の住所]
[同意する株主の氏名又は名称]

[会社の商号] 御中

別紙2の2 株主総会議事録(株主総会の決議の省略)
1. 株主総会の決議があったものとみなされた事項の内容
7. [提案の内容(別紙2の1と同じ文言を書く)]
7. [提案の内容]
7. [提案の内容]
1. 上記の事項の提案をした者の氏名又は名称 [提案をした取締役又は株主の氏名]
1. 株主総会の決議があったものとみなされた日 [YYYY年MM月DD日]
1. 議事録の作成に係る職務を行った取締役の氏名 [議事録作成者である取締役の氏名]

上記のとおり、会社法第319条第1項の規定により株主総会の決議があったものとみなされたので、この議事録を作成する。

[YYYY年MM月DD日]
[会社の商号]
議事録作成者 取締役 [議事録作成者である取締役の氏名]

別紙2を使う場合の就任承諾書は、別に作成して登記の申請書に添付する。別紙2には、就任承諾書を議事録の記載で援用する選択肢を置いていない。登記の申請書に添付するのは、議事録に代えて、株主の全員が同意の意思表示をしたことを証する書面(別紙2の1)である(商業登記法第46条第3項)。別紙1の株主リストは、書面決議の場合も作る。定時株主総会の目的である事項のすべてについての提案を可決する旨の株主総会の決議があったものとみなされた場合には、その時に当該定時株主総会が終結したものとみなされる(会社法第319条第5項)。重任の日付は、この日である。

別紙3 互選書(取締役の互選により代表取締役を選定する会社)
互選書

[YYYY年MM月DD日][開始の時刻(例 午前11時00分)]当会社の本店において、定款第[条番号]条の定めに基づき、取締役全員の一致をもって、次の事項につき可決確定した。

1 代表取締役選定の件
代表取締役 [被選定者の住所] [被選定者の氏名]
なお、被選定者は、その就任を承諾した。

上記の決議を明確にするため、この互選書を作り、出席取締役の全員がこれに記名押印する。

[YYYY年MM月DD日]
[会社の商号]
代表取締役 [氏名]
取締役 [氏名]
取締役 [氏名]

この互選書への押印は、次のうち□を付したとおりとする。
□ 代表取締役が、登記所に提出している印鑑を押す。この場合、印鑑証明書は添付しない。
□ 登記所に提出している印鑑を押さないため、互選に係る同意をした取締役の全員が市町村に登録した印鑑を押し、全ての印鑑について市町村長が作成した印鑑証明書を登記の申請書に添付する。
互選書と併せて、代表取締役を取締役の互選によって選定する旨の定めがある定款の写しを添付する。定款の写しには、「当該会社の定款である。」旨及び商号を記載し、代表取締役が記名する。被選定者が席上で就任を承諾し、その旨の記載がこの互選書にあるので、登記の申請書には「就任承諾書は、互選書の記載を援用する。」と記載する。この互選書の日付は、第1部の株主総会の決議の後とする。株主総会と同じ日に互選した場合は、その同じ日を書く。

印紙税について
この議事録に収入印紙を貼る必要はありません。印紙税は、印紙税法別表第一(課税物件表)の課税物件の欄に掲げる文書に課されます(印紙税法第2条)。課税文書とは、課税物件の欄に掲げる文書のうち、同法第5条の規定により印紙税を課さないものとされる文書以外の文書です(同法第3条)。課税物件の欄は第1号から第20号までで、最後の号は判取帳です。株主総会の議事録は、このいずれの号にも掲げられていないため、そもそも課税文書に当たりません(不課税)。国税庁も、課税物件表の物件名欄に掲げられていない文書は、印紙税の課税対象になりませんとしています。別紙1の株主リスト、別紙2の同意書と議事録、別紙3の互選書も同じです。

課税物件表に掲げられたうえで、印紙税を課さないこととされている文書があります(印紙税法第5条)。これが非課税で、課税物件表に掲げられていないことを理由に課税文書に当たらない議事録とは、別の仕組みです。議事録は、総会の議事の経過の要領及びその結果を記録する文書で、当事者の間で課税事項を証明する目的で作られるものではありません。

紛らわしいのは登録免許税です。役員の変更の登記には登録免許税がかかり、1件につき3万円(資本金の額が1億円以下の会社は1万円)です(登録免許税法別表第一第24号(一)カ)。これは収入印紙又は領収証書で納付するため、登記の申請書には収入印紙を貼ります。印紙を貼るのは登記の申請書であって、この議事録ではありません。


本テンプレートについて
※ 本テンプレートは株式会社向けで、取締役の選任(重任、新任、増員、補欠)を決議した株主総会の議事録です。第1部の株主総会議事録、別紙1の株主リスト、別紙2の書面決議版、別紙3の互選書の4つを1つのファイルにまとめています。切替は2軸です。1つは定時株主総会か臨時株主総会か(第1部の1の表題と第1部の7の議案名の2か所)、もう1つは重任、新任、増員、補欠のどれか(第1部の8の議長の説明、10の可決の文、11の住所欄、18の添付書類)です。空欄は、第1部の1(表題)、7(議案名)、8(議長の説明)、11(被選任者)、12(就任の承諾)、13(補欠の場合のみ)、14(任期)、15(代表取締役)、2から5まで(開催の日時、議決権の数、出席役員、議長)、6(決算承認)、9(選任の方法)、10(可決の文)、16と17(閉会と記名)、18(添付書類)、別紙1の順に埋めると、前に決めたことがそのまま次の判断材料になります。埋め終えたら、選ばなかった□の行と、使わない項目及び別紙を削除してから登記所へ提出してください。株主の行と被選任者の行は、必要な人数分だけ増やしてください。
※ 議事の文言は、法務局が公開している登記申請書の記載例に揃えています。記載例1-7は取締役会設置会社において役員の全員が重任する場合、1-8は取締役会を設置していない会社において取締役全員が各自会社を代表する場合又は株主総会で代表取締役を選定する場合に役員の全員が重任したとき、1-9は取締役会を設置していない会社において互選により代表取締役を選定する場合に役員の全員が重任するとき、1-10は辞任等により新たな役員(取締役)が就任した場合です。議案名「取締役及び監査役の任期満了に伴う改選に関する件」、可決の文「再選重任(新任者の場合は就任)することに可決確定した」、承諾の文「被選任者は、いずれも席上その就任を承諾した」、末尾の「記名する」と「記名押印する」は、いずれも記載例の字面です。一方、「取締役[人数]名増員の件」と「補欠取締役選任の件」という議案名、増員と補欠についての議長の説明文、任期を短縮する選択肢は、法務局の記載例には無い本書面の設計です。記載例自身が「一例です。会社の実情に合わせて作成してください。」と注を付けており、文言どおりでなければ受け付けられない様式ではありません。
※ 取締役会設置会社では、代表取締役は取締役会の決議で選定し直します。記載例1-7の添付書類は、株主総会議事録1通、株主リスト1通のほかに取締役会議事録1通を挙げています。本テンプレートに取締役会議事録は含まれていません。取締役会議事録のテンプレートを別に使ってください。辞任に伴って後任者を選任する場合は、役員の辞任に対応したテンプレートを使ってください。
※ 定時か臨時かは、何を決議するかで決まります。取締役の任期は、選任後2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までです(会社法第332条第1項)。任期満了に伴う改選は定時株主総会の議案になるため、記載例1-7から1-9までの表題は「第○回定時株主総会議事録」です。新任の記載例1-10の表題は「臨時株主総会議事録」です。任期の途中で増員する場合や補欠を選ぶ場合は、臨時株主総会でも決議できます。公開会社でない株式会社(監査等委員会設置会社及び指名委員会等設置会社を除く。)では、定款によって、任期を選任後10年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで伸長することができます(同条第2項)。自社の任期は定款で確かめてください。
※ 同じ人が続けて取締役になる場合も、登記が要ります。法務省は、「役員の任期が満了した後、間を置かずに同じ人が役員に選任(再任)された場合、役員は変更していないので、役員変更の登記は必要ないと思っていませんか。」と問いかけたうえで、任期満了により退任した役員が再び就任するということになり、役員の登記事項に変更が生じているので、忘れずに役員変更の登記を申請するよう案内しています(登記上は「重任」といいます)。取締役の氏名は登記事項です(会社法第911条第3項第13号)。変更が生じたときは、2週間以内に、その本店の所在地において、変更の登記をしなければなりません(同法第915条第1項)。法務省は、新たに取締役が就任した場合の起算日を、取締役が選任された株主総会決議の日ではなく、当該取締役が就任を承諾した日としています(当該取締役が株主総会に出席し、就任を承諾している場合には、株主総会決議の日と同時になります)。登記をすることを怠ったときは、100万円以下の過料に処するとされています(同法第976条第1号)。過料は会社ではなく、登記を怠った代表者等が負います。なお法務省は、登記期間内に登記の申請を怠り、その後において申請をする場合であっても、登記申請は登記期間を経過していることを事由として却下されることはないとしています。忘れていた会社も、まず申請してください。
※ 代表取締役の地位は取締役の地位に基づくものであるため、ある代表取締役について取締役の任期が満了した場合には、代表取締役の任期も満了して退任することとなります(法務省)。取締役の重任と同時に、代表取締役を選定し直す書面が要ります。総会の決議で代表取締役を定める定款の会社は第1部の15、取締役の互選で定める定款の会社は別紙3、取締役会設置会社は取締役会議事録です。取締役の全員が各自会社を代表する会社には、この書面は要りません(記載例1-8の注)。ただし、各自代表の会社で新たに取締役を選任したときは、その者は就任と同時に代表取締役になるため、議長及び出席した取締役の押印と印鑑証明書が要ります(商業登記規則第61条第6項第1号、記載例1-8の注)。下記17で選んでください。
※ 登記をしないまま置いておくと、会社そのものが解散したものとみなされることがあります。休眠会社(株式会社であって、当該株式会社に関する登記が最後にあった日から12年を経過したものをいいます。)は、法務大臣が休眠会社に対し2か月以内にその本店の所在地を管轄する登記所に事業を廃止していない旨の届出をすべき旨を官報に公告した場合において、その届出をしないときは、その2か月の期間の満了の時に、解散したものとみなされます(会社法第472条第1項)。ただし、当該期間内に当該休眠会社に関する登記がされたときは、この限りではありません(同項ただし書)。法務省は、「まだ事業を廃止していない」旨の届出をした場合であっても、必要な登記(役員変更等)の申請を行わない限り、翌年度も整理作業の対象になるとしています。届出で済ませず、役員変更の登記まで申請してください。解散したものとみなされた場合でも、解散したものとみなされた後3年以内に限り、株主総会の決議によって、株式会社を継続することができます(同法第473条)。任期を10年に伸長している会社は、この12年に掛かりやすい会社です。
※ 第1部の3に株主の数と議決権の数の欄があるのは、決議の定足数を満たしたことを登記官が確認できるようにするためです。役員(取締役、会計参与及び監査役)は、株主総会の決議によって選任します(会社法第329条第1項)。役員を選任し、又は解任する株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数(3分の1以上の割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上)を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数(これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上)をもって行わなければなりません(同法第341条)。通常の決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行いますが(同法第309条第1項)、役員の選任では定足数を定款で3分の1未満にできません。自己株式には議決権がないため、自己株式の数は議決権を行使することができる株主の議決権の数に含めません。記載例も、自己株式の数の欄は自己株式がある場合に記載するとしています。
※ 議事録に書く事項は、会社法施行規則第72条第3項に定められています。本テンプレートの欄は、この順に対応しています。株主総会が開催された日時及び場所(当該場所に存しない取締役、執行役、会計参与、監査役、会計監査人又は株主が株主総会に出席をした場合における当該出席の方法を含む。同項第1号)、議事の経過の要領及びその結果(同項第2号)、同項第3号に掲げる規定により株主総会において述べられた意見又は発言があるときはその内容の概要(同項第3号)、株主総会に出席した取締役、執行役、会計参与、監査役又は会計監査人の氏名又は名称(同項第4号)、議長が存するときは議長の氏名(同項第5号)、議事録の作成に係る職務を行った取締役の氏名(同項第6号)です。開催の場所にいない者が出席したときは、出席した事実だけでなく「出席の方法」まで書きます。取締役の選任の議案では、同項第3号の意見又は発言は原則として生じないため、常設の欄を置いていません。述べられた場合は、閉会の前にその内容の概要を書き足してください。
※ 第1部の11に住所の欄があるのは、就任承諾書の添付を省略できるようにするためです。取締役又は監査役の就任による変更の登記の申請書には、就任を承諾したことを証する書面を添付しなければなりません(商業登記法第54条第1項)。退任による変更の登記の申請書には、これを証する書面を添付しなければなりません(同条第4項)。重任は退任と就任が同時なので、議事録1通で両方を証します。法務局の記載例は、被選任者が席上で就任を承諾し、その旨の記載(重任でない場合には、被選任者の住所の記載も要する。)が議事録にある場合には、申請書に別途就任承諾書を添付することを要しないとし、この場合、申請書には「就任承諾書は、株主総会議事録の記載を援用する。」と記載するとしています。記載例1-7の被選任者には住所がなく、1-8と1-9には住所があります。本書面は住所欄を置いたうえで、重任者は空欄でもよいとしています。法務省は、株主総会議事録に当該取締役等の住所の記載がない場合には、別途、当該取締役等が住所を記載し、記名押印した就任承諾書が必要になるとしています。新任者の住所を書かずに援用することはできません。
※ 就任承諾書を議事録の記載で援用しても、印鑑証明書と本人確認証明書は省けません。取締役の就任(再任を除く。)による変更の登記の申請書に添付すべき取締役が就任を承諾したことを証する書面に押印した印鑑については、市町村長の作成した証明書を添付します(商業登記規則第61条第4項)。取締役会設置会社では、この「取締役」を「代表取締役又は代表執行役」と読み替えます(同条第5項)。設立の登記又は取締役、監査役若しくは執行役の就任(再任を除く。)による変更の登記の申請書には、就任を承諾したことを証する書面に記載した取締役等の氏名及び住所と同一の氏名及び住所が記載されている市町村長その他の公務員が職務上作成した証明書(本人確認証明書)を添付します(同条第7項)。ただし、その者の印鑑につき市町村長の作成した証明書を添付する場合は、本人確認証明書は要りません(同項ただし書)。どちらも「再任を除く」と書かれているため、重任だけの登記では、どちらも要りません。法務省が挙げている本人確認証明書の例は、住民票記載事項証明書(住民票の写し)、戸籍の附票、運転免許証等のコピー、マイナンバーカードの表面のコピーです。通知カードは本人確認証明書として使用することはできません。記載例1-10の注は、取締役会を設置していない会社では、新たに就任する取締役につき市町村長が作成した印鑑証明書の添付が必要で、取締役会設置会社では、新たに就任する代表取締役につき市町村長が作成した印鑑証明書の添付が、また、他の新たに就任する取締役につき住民票記載事項証明書等の本人確認証明書の添付が必要としています。
※ 株主総会の議事録について、会社法及び会社法施行規則は署名又は記名押印を求めていません(法務省の商業・法人登記Q&A)。記載例1-7と1-10の末尾は「記名する」、1-8と1-9の末尾は「記名押印する」で、第1部の17はこの2つを□にしています。押印が要る場面は2つです。1つは、取締役会を設置していない会社が株主総会の決議によって代表取締役を定めた場合で、議長及び出席した取締役が株主総会の議事録に押印した印鑑について、市町村長の作成した証明書を添付します(商業登記規則第61条第6項第1号)。ただし、当該印鑑と変更前の代表取締役又は代表執行役(取締役を兼ねる者に限る。)が登記所に提出している印鑑とが同一であるときは、この限りではありません(同項ただし書)。重任なら、変更前の代表取締役は本人です。記載例1-8の注も、変更前の代表取締役が株主総会に出席し、登記所に提出した印鑑を株主総会の議事録に押している場合には、議長及び出席取締役の印鑑証明書は不要としています。もう1つは、取締役会を設置していない会社で、新たに就任する取締役の就任承諾書について株主総会議事録の記載をもって援用する場合で、記載例の注は、市町村に登録した印鑑を押し、当該印鑑について市町村長が作成した印鑑証明書を添付する必要があるとしています。押すのは就任を承諾した本人の印鑑です。
※ 第1部の9に累積投票の欄があるのは、株主総会の目的である事項が2人以上の取締役の選任である場合には、株主は、定款に別段の定めがあるときを除き、株式会社に対し、累積投票により取締役を選任すべきことを請求することができるためです(会社法第342条第1項)。この請求は、株主総会の日の5日前までにしなければなりません(同条第2項)。請求があった場合には、議長は、取締役の選任の決議に先立ち、同条第3項から第5項までに規定するところにより取締役を選任することを明らかにしなければなりません(会社法施行規則第97条第2項)。累積投票では、株主は一人のみに投票し、又は二人以上に投票して議決権を行使することができ(会社法第342条第3項)、投票の最多数を得た者から順次取締役に選任されたものとされます(同条第4項)。定款で累積投票によらない旨を定めている会社は、その旨の□を選んでください。本書面は、累積投票を実際に行った場合の決議の結果の文例を置いていません。その場合は司法書士に確認してください。
※ 補欠の取締役は、役員が欠けた場合又は会社法若しくは定款で定めた役員の員数を欠くこととなるときに備えて、選任の決議と同じ総会で選任することができます(会社法第329条第3項)。この決議により補欠の会社役員を選任する場合には、併せて決定しなければならない事項があります(会社法施行規則第96条第2項)。当該候補者が補欠の会社役員である旨(同項第1号)、当該候補者を一人又は二人以上の特定の会社役員の補欠の会社役員として選任するときはその旨及び当該特定の会社役員の氏名(同項第4号)、同一の会社役員につき二人以上の補欠の会社役員を選任するときは当該補欠の会社役員相互間の優先順位(同項第5号)、補欠の会社役員について就任前にその選任の取消しを行う場合があるときはその旨及び取消しを行うための手続(同項第6号)です。補欠の会社役員の選任に係る決議が効力を有する期間は、定款に別段の定めがある場合を除き、当該決議後最初に開催する定時株主総会の開始の時までです(同条第3項)。第1部の13は、この4つの事項と効力の期間を書く欄です。補欠の取締役は、本総会の時点で取締役に就任する者ではないため、第1部の12の援用は使わず、就任の時に就任承諾書を別に作ってください。
※ 増員の場合は、員数の定めを確かめてください。株式会社には、1人又は2人以上の取締役を置かなければなりません(会社法第326条第1項)。取締役会設置会社においては、取締役は、3人以上でなければなりません(同法第331条第5項)。定款に員数の上限があるときは、その範囲内で増員します。増員で選んだ取締役の任期を現任の取締役の任期満了の時に揃えたいときは、第1部の14で任期の短縮を選びます。取締役の任期は、定款又は株主総会の決議によって短縮することができます(同法第332条第1項ただし書)。
※ 監査役の任期は、選任後4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までです(会社法第336条第1項)。取締役の任期とずれるため、取締役の改選と同じ総会で監査役を改選するとは限りません。監査役も同時に改選する場合は、第1部の7で「取締役及び監査役」の議案名を選び、第1部の11の資格の欄に監査役と書きます。監査役の選任に関する議案を提出する場合に法令が求める手続は、本書面では扱いません。
※ 株主総会を実際に開かない場合は、第1部ではなく別紙2を使ってください。取締役又は株主が株主総会の目的である事項について提案をした場合において、当該提案につき株主(当該事項について議決権を行使することができるものに限る。)の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の株主総会の決議があったものとみなされます(会社法第319条第1項)。この場合に議事録の内容とすべき事項は、会社法施行規則第72条第4項第1号に別に定められており、株主総会の決議があったものとみなされた事項の内容、その事項の提案をした者の氏名又は名称、株主総会の決議があったものとみなされた日、議事録の作成に係る職務を行った取締役の氏名です。登記の申請書に添付するのは、議事録に代えて、当該場合に該当することを証する書面です(商業登記法第46条第3項)。これが別紙2の1の同意書です。同意の書面又は電磁的記録は、決議があったものとみなされた日から10年間、本店に備え置きます(会社法第319条第2項)。定時株主総会の目的である事項のすべてについての提案を可決する旨の株主総会の決議があったものとみなされた場合には、その時に当該定時株主総会が終結したものとみなされるため(同条第5項)、重任の日付はこの日になります。別紙2には就任承諾の援用の□を置いていません。法務局の記載例の援用の注は、被選任者が「席上で」就任を承諾する形で書かれており、総会を開かない書面決議にそのまま当てはまるとする公的な説明は確認できていないためです。書面決議の場合は、就任承諾書を別に作ってください。株主リストは、登記すべき事項につき株主総会の決議を要する場合に添付する書面なので(商業登記規則第61条第3項)、書面決議の場合も別紙1を作ります。
※ 別紙3の互選書は、記載例1-9の互選書に揃えています。定款において、代表取締役を取締役の互選によって選定する旨の定めがあることが必要なので、互選書と併せて定款の写しを添付します。定款の写しには、「当該会社の定款である。」旨及び商号を記載し、代表取締役が記名します(記載例1-9の注)。被選任者が席上で就任を承諾し、その旨の記載が互選書にある場合には、申請書に別途就任承諾書を添付することを要しません。この場合、申請書には「就任承諾書は、互選書の記載を援用する。」と記載します。押印については、代表取締役が登記所に提出している印鑑を押す必要があり、登記所に提出している印鑑が押されていない場合は、互選に係る同意をした取締役全員の実印を押し、全ての印鑑について市町村長が作成した印鑑証明書を添付することが必要になります。条文上は、取締役がその互選を証する書面に押印した印鑑について、市町村長の作成した証明書を添付します(商業登記規則第61条第6項第2号)。
※ 別紙1の株主リストは、登記すべき事項につき株主総会の決議を要する場合に添付する書面です(商業登記規則第61条第3項)。書くのは、総議決権数に対する各株主の議決権数の割合が高い順に、10名(同項第1号)か、その割合を多い順に順次加算して3分の2に達するまでの人数(同項第2号)の、いずれか少ない人数の株主です。記載例の注は、自己株式等の議決権を有しない株式は記載しないが、議決権を有していれば、株主総会に出席しなかった株主や議決権を行使しなかった株主も記載するとし、証明書は登記申請人(会社の代表者)名義で作成するとしています。
※ 作成した議事録には備置きの義務があります。株主総会の議事については、法務省令で定めるところにより、議事録を作成しなければならず(会社法第318条第1項)、株式会社は、株主総会の日から10年間、議事録をその本店に備え置かなければなりません(同条第2項)。議事録は、書面又は電磁的記録をもって作成します(会社法施行規則第72条第2項)。登記が終われば用済みになる書面ではありません。
※ 議事録を電磁的記録で作った場合、書面で登記を申請するときはその電磁的記録を添付します(商業登記法第19条の2)。オンラインで申請するときは、申請人等は、法令の規定により登記の申請書に添付すべき書面があるときは、法務大臣の定めるところに従い、当該書面に代わるべき情報にその作成者が電子署名の措置を講じたもの(添付書面情報)を送信しなければなりません(商業登記規則第102条第2項)。添付書面情報を送信するときは、その作成者が当該措置を講じたものであることを確認するために必要な事項を証する情報として、同条第5項に定める電子証明書を併せて送信しなければなりません(同項)。法務省は、作成者とは、作成する権限のあるものでなければならないとしています(取締役会議事録であれば、これに署名すべき出席取締役など)。併せて送信する電子証明書は、商業登記規則第102条第5項第2号の「法務大臣の定める電子証明書」として法務省が一覧に掲載したものに限られます。この一覧には、電子契約サービスの事業者が付与する電子署名(クラウドサイン、電子印鑑GMOサインなど)も掲載されています。一方、このテンプレートの末尾で案内している当社の電子契約サービス(ムスビサイン)は、この一覧に掲載されていません(2026年10月16日時点)。当社のサービスで署名した議事録は添付書面情報には使えないため、登記の添付書面として出す議事録には使わず、紙に印刷して提出してください。登記の添付書面として出す議事録には使わず、紙に印刷して提出してください。添付書面情報の送信に代えて、その書面を登記所に提出又は送付することができます(同条第2項ただし書)。社内での保管や関係者への配付は、電磁的記録のままで差し支えありません。
※ 登録免許税は、取締役、代表取締役若しくは特別取締役、会計参与、監査役、会計監査人、指名委員会等の委員、執行役若しくは代表執行役若しくは社員又は理事、監事、代表理事若しくは評議員に関する事項の変更(会社又は相互会社若しくは一般社団法人等の代表に関する事項の変更を含む。)の登記として、1件につき3万円(資本金の額が1億円以下の会社又は一般社団法人等については、1万円)です(登録免許税法別表第一第24号(一)カ)。取締役と代表取締役と監査役を同じ申請で重任しても1件です。記載例も、資本金の額が1億円を超える場合は3万円、1億円以下の場合は1万円としています。
※ 監査等委員会設置会社及び指名委員会等設置会社は、役員の区分と選任の手続が異なるため、本テンプレートの対象外です。種類株式を発行している場合、株主の間で賛否が分かれている場合、任期満了のまま長く放置していて権利義務を有する役員(会社法第346条第1項)の状態が続いている場合は、この書面を提出する前に司法書士又は弁護士に確認してください。

電子契約サービスのご案内
ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
